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見守りにおけるコレクティブの役割に関する一考察
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１．研究視点
いま社会福祉の領域では、地域で暮らす高齢者をは
じめとする何らかの課題を抱えている地域住民に対し
て、「見守り」「権利擁護」「ネットワーク」の必要性が
叫ばれている。また、孤立化の問題にプラスしてゴミ
屋敷の問題や、セルフネグレクトなどに見られるよう
な支援を拒否するという状況が、問題をさらに難しく
している。これまで見守りに関わる研究については、
実践レベルでの蓄積が多くその研究もかなり進んでき
ている。しかしながら、そうした実践的な内容の議論
に比較すると、見守り活動の構造ついて問うことはほ
とんどなされていないように思える。例えば特定の個
人ではない、いわゆる地域住民というまとまりへの見
守りが語られる際に、なにゆえそれを行っていく必要
があるのだろうかという問題である。住民全体を一つ
の団体と捉えた場合、そこにはどのような役割が求め
られているのか、という点なども実はきちんと整理が
なされていないように思える。
これらを考察するにあたり、見守られる側と見守る
側との関係についてあらためて検討を加える必要があ
る。そしてとりわけその関係について、権利義務の関
係の問題として捉えることが重要になってくるように
思われる。この点に関わって、義務に対する事柄では
「完全義務」「不完全義務」の観点から2年前の当センター
の紀要に研究ノートとして投稿した。本稿ではそれに
続き、見守る側と見守られる側の関係に見られる「利益」
や「権利」の問題に目を向けてみることにしたい。
「見守り」という関係性が存在することによって、そ
の見守りが行われている地域に暮している人々が、何
らかの利益を享受していることには異論はないであろ
う。それでは、そうした地域の住民を一つの団体と捉
えた場合、地域における集団あるいは団体とはどのよ
うに捉えられるのであろうか。
ここではまずこれらを検討するために、集団におけ
る権利や利益とはどのように考えられているのかとい
う点に触れてみたい。その上でTom Campbellによる集
団の類型と権利・義務に関する議論に着目をしながら、
見守り活動と地域住民の関係性について考察を加える
こととしたい。
２．コレクティブの権利と利益
そもそも、「集団的権利」またはコレクティブライツ
とはどのように理解がなされているのであろうか。通
常、「集団的権利」の議論を行う場合、多くはマイノリ
ティの文脈などで語られることが多いが、それらがき
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ちんと位置付けられている具体例としてフィンランド
の憲法がある。
例えばフィンランド憲法では、以下のように解釈が
なされている。他の法律に優越する最上位の明文憲法
として、フィンランド基本法が1999年6月11日に公布さ
れ、2000年3月1日に施行された。1999年の基本法は、
これまで基本法群を統合し、民主主義国家の基盤とな
るルール、価値や原則を明示したものであり、国民の
権利と義務、国家と国民の関係、国家の組織等につい
て定めている。具体的には、国家の基本的秩序、基本
権、議会、大統領と内閣、立法、財政、国際関係、司法、
行政の組織と地方自治及び国防などについて規定して
いる。
基本権は、基本法第2章（第6 ～ 23条）で定められて
いる。基本法により保障された基本権は、主に自由権、
平等権及び社会的・経済的・文化的権利である。自由
権には、生命並びに個人の自由及び不可侵性に対する
権利（第7条）、移動の自由（第9条）、私生活の保護（第
10条）が含まれる。平等権（第6条）は、個人の属性で
ある性別、出身、信仰等によって差別されない権利で
ある。社会的・経済的・文化的権利には、労働に対す
る権利及び生業の自由（第18条）、社会保障に対する権
利（第19条）、文化的な権利（第16条）が含まれる。こ
れらに加えて、政治的権利、集団的権利が保障されて
いる。 
その中で、「集団的権利」とは、「言語に対する権利、
先住民族・少数民族の権利、環境に対する権利が含ま
れる」と位置づけられている。1このように「集団的権利」
が、国民の権利と義務に関して定めている憲法の中の
基本法において、きちんと位置付けられていることが
わかる。
他方、憲法以外の分野では「集団的権利」について
どのように捉えられているのであろうか。その中でも
1 各国憲法集（9）フィンランド憲法（2015）国立国会図書館調査及び
立法考査局
社会福祉の分野では「集団的権利」に関してどのよう
な議論が開始されているのであろうか。
労働政策研究報告書（2014）では、オランダの地域
包括ケアの実情を検討している。とりわけここではケ
ア提供体制の確立や担い手確保に関して着目をしてい
るが、患者・利用者中心のケアを実現するため、患者
の権利義務に関する法整備が図られることとなった点
を示している。1990年代半ばにアクセス、選択、情報、
説明と同意、安全と品質、プライバシー、苦情処理、
参加等の観点から患者の権利に関する法制化が相次ぎ、
従来複数の法律で規定されていたタイムリー・安全・
効果的・効率的で患者中心のケアに向けた患者・利用
者の個人的・集団的権利と義務に加え（下線筆者）、事
業者の果たすべき責任を一体的に定めることを目的と
してヘルスケアサービスにおける患者の権利に関する
法律（ 法： WetCliëntenrechten Zorg、以下WCZ）案
が審議された。オランダでは患者・利用者中心のケア
を実現するための法整備において、このように「集団
的権利」という考え方が含まれている。
実はオランダと我が国には、いくつかの共通点が挙
げられる。例えば、世界で初めての公的介護保険として、
オランダが「特別医療費保険」（以下AWBZ）を創設し
たのは1968年。その後、ドイツがそのオランダの介護
保険を参考にしているが、日本はドイツの手法を取り
入れたため内容に関する事柄もわが国と共通している
部分がある。また、オランダも日本よりもペースは遅
いが、今後も人口の老齢化が進み介護給付費が一層膨
らむと予想されており、様々な給付抑制策にも取り組
まれている。上記の、WCZでの「集団的権利」につい
ての説明は書かれていないためどのような内容なのか
を検討することはここではできないが、この「集団的
権利」が記されたオランダの背景について少し触れて
みたい。
日本では実施されていない制度改革として「個人介
護予算」（PGB）というものがある。これは利用者が制
度以外のサービスも含めて幅広く選択できるように、
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インフォーマルケアの利用を支えるものである。1995
年から順次拡大をしており、サービスの予算を被保険
者に与えて、家族や隣人、知人など「素人」による介
護も含め、自由にサービスを選択・購入させる仕組み
である。 2このように隣人、知人も含まれている点は興
味深い。
また、第四次バルケネンデ政権におけるAWBZの将
来ビジョンの中で、利用者中心（の社会）に向けて社
会全体の責任についても言及されており、利用者への
トータルなサポート提供に向けボランティア・近隣の
社会資源の統合への期待が挙げられていた。3その他、
オランダの社会状況を概観すると、オランダは総人口
の約10％が少数民族であり、オランダの首都アムステ
ルダムの住民の国籍が200カ国以上に上ること 4も一つ
の背景にあるのかもしれない。
オランダの地域包括ケアの中で「集団的権利」と語
られる背景には、わが国とは異なる社会状況、民族性、
制度といったものがあると考えられるが、どのような
意味で包括ケアの中で「集団的権利」が使われている
のかという点は着目しておいてもよいのではないだろ
うか。ⅰ
３．集団の類型について―Tom
Campbellの視点から―
集団（コレクティブ）とは何であるのか。またその
集団に関する利益とは何であるのか。Campbellは、こ
の問題について集団の類型に着目しながら議論を展開
している。以下、その内容を取り上げておこう。
そもそもコレクティブとは固有の主体として権利を
2 オランダから考える日本の介護政策の方向性―第３回連続フォーラム
を振り返って（東京財団）より
3 JILPTDiscussionPaperSeries12-07　2012年7月より
4 オランダ大使館HPより
有することができるものなのか。あるいはコレクティブ
とは、単なる個人の集合体という存在なのか。このよう
な疑問に答えるためには、コレクティブの類型に関する
議論をしなければならない。Campbellはそのように述
べて、集団に関するウェーバーの（Weber1964）類型論
に依拠しつつ、コレクティブを集合体（“aggregates”）、
アソシエーション（“associations”）、グループ（“groups”）
に分類して考えることにより、その後の集団的権利つ
まりコレクティブライツに関する疑問を明らかにする
ことが可能になるだろうと説明している。
まずは、集合体（“aggregates）”についてである。
ウェーバーによると、集合体（“aggregates”）とは、例
えば同じミドルネームであるとか同じ血液型であると
いうように、単に集合しているという形態であり統計
上の集まりを意味している。（これらは科学や法律の場
面で使用されることもある）
これに対しCampbellはこのような人々は、互いに相
互関係のようなものが存在しないため、ソーシャルグ
ループとはならず、このような集合体（“aggregates”）
は単にたまたま集まっているにすぎないと説明する。
一 方、 ウ ェ ー バ ー が 言 う ア ソ シ エ ー シ ョ ン
（“associations”）は、ボランティア性のある社会的な組
織を指している。例えば、レクレーション、政党、仕
事というように特定の目的を有した組織に属している
ことが挙げられるだろう。Campbellによれば、個人に
は意思がありその上でアソシエーションに参加をして
いるが、アソシエーションにおけるルールを守らなけ
ればならない点も説明をしている。さらには、個人が
アソシエーションに所属するかその団体を辞めるかを
決めることができるが、他方でアソシエーションのメ
ンバーからの承認や非承認という形からも影響を受け
ることがある点も述べている。
そして最後のグループ（“groups”）についてである。
グループは規則正しい社会関係のパターンを有し、関
心や対象と重なりあうことをベースとした紐帯や協同
的な行為と関わるとしている。これらの関係は自発的
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なものであり、故意にルールを適応させて統治するよ
うなものではない。あくまでもこの種のコレクティブ
は、共有されるパターンや行為を実践し、共通の特徴
を有している人々のことを指す。例えば、民族性、地
域性、文化、固有性などによってメンバー同士という
意識が生じていくようなものである。また、歴史、文化、
運命などを共有することによって、結束がはかられて
いく。つまり血族関係、歴史、文化、運命などを共有
していることなどの理由が、グループ（“groups”）と
呼ばれることにつながっていく。
ここでまず上記の内容から理解できることは、集合
体（“aggregates”）、アソシエーション（“associations”）、
グループ（“groups”）とは、それぞれ異なるタイプ
のコレクティブであるという点である。まず、集合体
（“aggregates”）は単なる集まりという位置づけであっ
た。他方、アソシエーション（“associations”）とグルー
プ（“groups”）はそれぞれ一定の社会関係を含意した
コレクティブである。ただし、その社会関係は、アソ
シエーションとグループでは異なる内容のものであっ
た。ⅱ
このように、集合体（“aggregates”）、アソシエーショ
ン（“associations”）、グループ（“groups”）とは、異な
るタイプのコレクティブであり、集合体（“aggregates”）
は単なる集まりという位置づけであったが、アソシエー
ション“（associations”）、グループ（“groups”）は2つ
の異なった社会的な関係を有したコレクティブである
ことが読み取れた。コレクティブは、個人の単なる集
合体なのか否かという疑問に関しては、ここから考察
ができるだろう。
その上でコレクティブに権利があるのかという問い
について考えた場合、コレクティブの中でもここでは、
アソシエーション（“associations”）に着目をして考え
てみたい。なぜなら、アソシエーション（“associations”）
の権利性について、ここでは個人だけではなくアソシ
エーション自体にも権利を有しているという捉え方が
展開されているからである。さらには、マッキーヴァ
―も特定の権利と義務は、個人とアソシエーションに
のみ伴うものであると述べている。 5
さて、以上の議論を踏まえて、ここで「見守る側」
という点をアソシエーションとの議論と関わらせて検
討してみたい。まずなぜこのような検討をしようとし
たのかである。
近年、岩田は「個人の利益」と「社会の利益」という
点に着目をしており、その中でも社会福祉と「社会の
利益」との関係性に注視している。『社会福祉のトポス』
の中で、社会福祉を一般的な労働・生活様式を安定的
に維持することを目的とした「一般化」形式と、一般
からこぼれた問題を引き受ける「特殊化」形式とに分
類したが、「社会の利益」のため「社会の脅威（＝犯罪、
感染症、貧困、障害等）」に対処する「特殊化」形式は、
社会の周縁にしか位置づけられていかないことを示し
た。興味深い点は「社会の利益」について注目しており、
その中で現代の社会福祉における「個人の利益」と「社
会の利益」の捉え方について言及している点である。
岩田によれば、社会福祉から受ける「個人の利益」
は今日飛躍的に増大している。その理由は、例えば社
会福祉給付のもたらす「個人の利益」の方が「社会の
利益」よりも明確であるとし、具体的には、社会保険
にせよ多様なサービスにせよそれらを当然受けるべき
給付として捉えられるようなり、契約を通し自分の損
得を基準にした要求につながっていく点を述べている。
そして人々は社会福祉と「社会の利益」との関係よりも、
「自分の利益」に敏感になりがちである（岩田　2016：
404）と指摘する。
現在のわが国の状況について、日本は介護を社会保
険で制度化し、なおかつ事業者の多元化に踏み切った
ため、介護を受ける地域を固定する必要はない。言い
換えれば、介護を家族や地域縁者との「人格関係」か
5  R.M.MacIver『Community:A Sociologocal Study;Being on Attempt to 
Set Out the Nature and Fundamental Laws of Social Life,Macmillan 
andCo.,Limited1917;3rd ed.,1924.
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ら切り離したところに、その制度化の画期的意義があっ
た。にもかかわらず、地域ケアの提唱など地域が無条
件に歓迎されている状況（岩田　2016：416）が一方で
存在することを指摘している。これらの問題は社会的
な利益との関わりの中で考えていく必要があるだろう。
なぜゆえ「社会の利益」に関する事柄を取り上げる
意味があるのか。それは見守りを取り巻く環境の理解、
また見守りを実践レベルではない視点から検討をする
必要があるからである。ここで、集団的な利益に関す
る事柄を「帰属」というレベルで考えてみたい。私た
ちがどこに帰属をしているのかと考えた場合、そこに
はいくつかのレベルがあるだろう。市民社会というレ
ベル、コミュニティというレベル、家族というレベル
など様々なレベルがある。そしてここで焦点を当てて
いる「見守り」という文脈は、例えば警備会社や緊急
通報といったいわゆる契約による見守りのような、個
別具体的なものではない。
 マッキーヴァ―は「各個人はアソシエーションの成
員としてコミュニティに属するのではなく、コミュニ
ティの成員としてアソシエーションをつくるのである」 
6と述べている。そこで見守りにおけるアソシエーショ
ンの役割を考えるということで、少しコミュニティの
役割にも触れ、そこから「見守る側」の利益について
も考えてみたい。
小笠原7の研究にオーラル・ヒストリーを通した沖縄
社会におけるコミュニティの変貌というものがあり、
その中からいくつかのヒントを得た。沖縄県の那覇市
では「協働のまちづくり」を掲げ、地域社会で課題となっ
ている少子高齢化や孤独死などの社会問題に対して課
題解決を目指す仕組みづくりに取り組んでいる。小笠
原は、住民同士が積み重ねてきたコミュニティの歴史
6  R.M.マッキーヴァ―著／中久郎・松本通晴監訳（1977）『コミュニティ』
ミネルヴァ書房,486頁.
7  小笠原快（2014）「沖縄社会におけるコミュニティの変貌とは―那覇
市三原地域のオーラル・ヒストリーを通して―」『地域研究　No.13』,
沖縄大学.
に注視し、過去から現在までのコミュニティの変貌に
ついて明らかにしているが、そうした中で注目したい
のが小笠原の言う「コミュニティからの贈与」という
ものである。小笠原は、地域の大人から見守られて育っ
た子ども達は大人になると自らが「見守る側」の大人
になっている様子に注目し、この関係性がコミュニティ
を通じ住民の支えになっていたこと、住民が生きてい
く上で必要不可欠な存在であったことに触れ、個人が
コミュニティに対し何かを寄与する以上にコミュニ
ティから得るものが大きかったということが言えるの
ではないかと考察している。
そもそもマッキーヴァ―によれば、コミュニティと
アソシエーションの両者は、慣習、伝統、容認された
行動様式に関しては統一体とみなされ、そうしたレベ
ルについて記述している言葉を個人に適用することは
できない（例えば個人で祭を催すことはできないのと
同じように）。他方、特定のアソシエーションでは生み
出すことも維持することもできないような、広く行き
わたった性質を表す属性としてコミュニティが挙げら
れており、特定の目的のための共通の組織を意味する
あらゆる言葉はアソシエーションのみに属する8と説明
している。本稿でコミュニティではなくアソシエーショ
ンに着目している所以でもある。
岩田は、今の社会が社会福祉と「社会の利益」との
関係よりも、「自分の利益」に敏感になりがちであると
述べていた。見守りを社会的に意味のあるものとして
考えていく上では、岩田が言及している現代の社会福
祉の分野における「個人の利益」「社会の利益」への捉
え方にも着目をする必要があるだろう。と同時に、小
笠原の研究にある現在の地域活動を担っている人々の
共通点は、子ども時代に家族や友人だけでなく、地域
の大人との関わりがあった。自らが大人になり（ここ
では子どもたちであるが）子どもたちを「見守る側」
8  R.M.マッキーヴァ―著／中久郎・松本通晴監訳（1977）『コミュニティ』
ミネルヴァ書房,450-452頁.
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になっている点から、見守りは専門家だけの力量が向
上するだけでは不十分で、住民の力をどのように育ん
でいくのかという視点も重要になってくるだろう。
つまり見守り活動と地域住民の関係性について考え
ていくためには、地域の中で育っていくという価値や
思想の醸成が、見守りにおける「見守る側」の役割を
考えていく上での基盤となっている点にも注目をして
いくこと、それらのあとに地域住民が日常的な交流の
中でできる見守りの方法に関する検討にもつながるの
ではないだろうか。
４．アソシエーション論からの視座
―P.Q.ハーストの視点―
改めてコレクティブの議論に戻ろう。本稿ではコ
レクティブまたは集団的とは何であるのかというこ
と に 対 し、Tom Cambellを 参 考 に し な が ら 集 合 体
（“aggregates”）、アソシエーション（“associations”）、
グループ（“groups”）の特徴を見てきたが、本書の目
的である見守りの「見守る側」という視点に着目をし
ていくためには、コレクティブの中でもアソシエーショ
ン（“associations”）との関連性に着目をする必要があ
るのではないだろうかと考えている。
このアソシエーションの問題を考えていくにあたっ
て注目したいのが、イギリスの政治学者P.Q.ハーストの
アソシエ―ティブ・デモクラシー論に関する議論であ
る。彼の議論は、「市民社会」を構成するボランタリ ・ー
アソシエーションを社会福祉などの問題を解決する上
での主要なガバナンス・アクターとして、積極的に位
置付けていこうとするものである。
ハーストは、「個人の選択の自由」を重視しつつも、
これを単なる原子化された市民各個人の手によってで
はなく、アソシエーションという市民諸個人間に形成
される協同関係を通じて達成することを主張している
（福地　2002：100）。　
このようにハーストは、アソシエ―ティブ・デモク
ラシー論における社会福祉のガバナンス・モデルを検
討している。周知の通り、1970年代以降の深刻な経済
成長の停滞は、各国の福祉サービス供給システムを支え
る財政的基盤に大きなダメージを与え、その後新自由
主義者達の台頭をもたらした。ハーストが問題として
いた点は「集産主義的福祉（Collectivist Welfare）」と
呼ぶ福祉の供給のあり方であり、具体的には国家によっ
て組織化され権利を持つ市民に供給される公共サービ
スであった。これらのサービスはその性格上、画一化・
標準化しうるもので、さらには地域差なく集合的に供
給しうるものであった。ハーストによれば、この「集
産主義的福祉」供給は、市民の間に福祉サービスに対
する無責任さと他者への福祉に対する無関心を生んだ
（福地　2001：73）という。この指摘は、わが国にもあ
てはまる事柄ではないだろうか。
ハーストは、「集産主義的福祉」型の供給スタイルに
対する批判を展開した後、これに対して「協同主義的
福祉システム（associationalist welfare system）」を提
示している。福地は、「協同主義的福祉システム」の骨
子の一つを、自発的で自己統治型なアソシエーション
に福祉その他の公共サービス供給の役割を委譲するこ
とと分析している（福地　2001：74）。
「見守り」について考える上で、このハーストの議論
に関して注目しておきたいのは、アソシエーションに
は個人からの発信だけではなく、個人が所属している
社会の側からの役割や責任に関する事柄なども含まれ
ているとされている点である。そしてこうした社会の
側からの視点を備えることが、「見守り」に関してより
一層深まりのある議論をしていくための条件となって
いるのではないかと考える。
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５．終わりに
これまで「見守り」という関係性において地域の住
民を一つの団体として捉えた場合、地域における集団
あるいは団体とはどのように捉えられているのかとい
う点について、Tom　Campbellによる集団の類型に着
目をしながら検討を加えてきた。その中でなぜ社会が
「見守り」に関わっていく必要があるのかという点につ
いて考えてきたが、それらを検討するにために集団に
おける権利や利益とはどのように考えられているのか
という点にも触れてきた。そして孤独死や様々な福祉
的課題に対して、アソシエーションとしての地域に住
民がどのように関わっていくべきなのかということに
対して、アソシエーションに関する議論にも注目した。
「見守り」に関する考察に関しては、今回触れたハー
ストのアソシエーティブ・デモクラシー論や「協同主
義的福祉システム（associationalist welfare system）と
の関係から検討を図っていく事も含め、コレクティブの
側からの検討とりわけアソシエーションの議論を通して
「見守る側」の役割を問うていくことが重要なのである。
社会の中で見守りがどのように位置付けられていくの
かという問題を考えるにあたっては、こうした見守る
側（＝社会の側）からの行為について考察を深めてい
くことが、必要になってきていると言えよう。ⅲ
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i では、我が国においてはどうであろうか。直近の動向として、
ソーシャルワークの国際定義が以下のように決定された。
「ソーシャルワークは、社会変革と社会開発、社会的結束、
および人々のエンパワメントと解放を促進する、実践に基づい
た専門職であり学問である。社会正義、人権、集団的責任、お
よび多様性尊重の諸原理は、ソーシャルワークの中核をなす。
ソーシャルワークの理論、社会科学、人文学、および地域・民
族固有の知を基盤として、ソーシャルワークは、生活課題に取
り組みウェルビーイングを高めるよう、人々やさまざまな構造
に働きかける。」
さらに日本社会福祉教育学校連盟によれば、ソーシャルワー
クの原則の中で以下を説明している。
「人権と社会正義を擁護し支持することは、ソーシャルワー
クを動機づけ、正当化するものである。ソーシャルワーク専門
職は、人権と集団的責任の共存が必要であることを認識する。
集団的責任という考えは、一つには、人々がお互い同士、そし
て環境に対して責任をもつ限りにおいて、はじめて個人の権利
が日常レベルで実現されるという現実、もう一つには、共同体
の中で互恵的な関係を確立することの重要性を強調する。した
がって、ソーシャルワークの主な焦点は、あらゆるレベルにお
いて人々の権利を主張すること、および、人々が互いのウェル
ビーイングに責任をもち、人と人の間、そして人々と環境の間
の相互依存を認識し尊重するように促すことにある。ソーシャ
ルワークは、第一・第二・第三世代の権利を尊重する。第一世
代の権利とは、言論や良心の自由、拷問や恣意的拘束からの自
由など、市民的・政治的権利を指す。第二世代の権利とは、合
理的なレベルの教育・保健医療・住居・少数言語の権利など、
社会経済的・文化的権利を指す。第三世代の権利は自然界、生
物多様性や世代間平等の権利に焦点を当てる。これらの権利は、
互いに補強し依存しあうものであり、個人の権利と集団的権利
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の両方を含んでいる。」 
ここでは、ソーシャルワークにおける集団的権利とは何かと
いう問いには触れないが、近年社会福祉の分野でも「集団的」
という理解の内実が問われてきている点が推察できる。むろん、
これまで集団的権利およびコレクティブライツについて議論が
なされてきていないわけではない。
ii そもそも社会福祉において不特定多数の個人が受ける利益
に関する議論としては、第一にバリアフリー法に関する内容が
あてはまるだろう。例えばバリアフリー法の場合、段差の解消
で利益を享受するのは車いすの利用者一般（不特定多数の個人）
ということとなり、権利と義務との相関関係が一般的なものに
とどまることになる（秋元　2015：44）。
それは、自由や利益の享受の享受主体となる個人を特定でき
ない客観的な属性を持つということにもなる。このように社会
福祉においてもコレクティブライツに対する議論がなされてい
るが、この「集団的」という観点を別の角度からも捉えていく
ことが必要なのではないだろうか。
iii 個人からの視点ではなく社会の側からの視点という見方の
必要性は実は他分野でも注視されつつあると考えられる。その
一例として、現在、法律とりわけ公法学の分野で公益について
議論を展開する際に注目されている事柄として、「客観法」と
主観的権利との関係がある。山本は公益を実現するための客観
法と私人の主観的利益の関係について「客観法と主観的権利」
の中で検討をしており、個別利益と公益との媒介としての諸利
益と利益間関係の多様性について着目をしている。その中で山
本は、次の利益を考える必要があると述べている。
それは①個人の利益を社会全体で予防的に保護するために保
全される、不特定多数の（過分的）利益②個人の利益を社会全
体で保護するための広義の資源を保全することによる、不特定
多数者の（不可分的）利益③様々な利益を実現する資源となる
行政組織の財産を保全する利益を述べており、法律分野でも社
会的な視点からの利益に関する議論が展開されつつあることが
読み取れる。さらには、玉蟲の「人間の尊厳の客観的保護」で
は、個人の主体性と国家による人間の尊厳の客観法的保護につ
いて論述しており、法分野でも人間の尊厳を日本国憲法上13条
が定める「公共の福祉」の一部をなすと理解する見解が示され
ていることは注目に値するとも述べている。
